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・日本の人口は、2008年（平成20年）をピークに減少しており、2050年には、9,708万人と予測されている。
・北海道の人口は、1997年（平成９年）をピークに減少しており、ピーク人口の10％減、20％減ともに全国に約10年先んじて迎える

と予測されている。
・1995年（平成７年）には北海道の高齢化率は全国を上回っており、高齢化は全国を上回るスピードで進展していくと予測されてい

る。

Ⅰ－１ 人口の動向 （１）人口減少・高齢化

１

出典：総務省「国勢調査」、「人口推計」
国立社会保障人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」（出生中位・死亡中位仮定）、「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」
沖縄県「沖縄県統計年鑑」

注 ：1951年の全国の総人口には、沖縄県を含まない
2010年までの高齢化率の算定においては、年齢不詳の者を除外している

（総人口） （65歳以上）

全国と北海道の人口及び高齢化の推移（全国はＨ20を100％、北海道はＨ９を100％とした場合）

推計値
（社人研中位推計）



人口減少率 市町村数

0～10％ 5市町村

10～30％ 33市町村

30～50％ 115市町村

50％～ 26市町村

人口区分 H22年

～千人 1市町村

千～２千人 10市町村

２千～３千人 13市町村

３千～５千人 42市町村

５千～３万人 90市町村

３万～５万人 7市町村

５万～10万人 7市町村

10万人～ 9市町村

人口区分 H52年推計

～千人 10市町村

千～２千人 32市町村

２千～３千人 27市町村

３千～５千人 40市町村

５千～３万人 51市町村

３万～５万人 6市町村

５万～10万人 7市町村

10万人～ 6市町村

出典：総務省「平成22年国勢調査」

出典：総務省「平成22年国勢調査」

出典：国立社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」

出典：国立社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」

人口増減率 市町村数

5%～ 2市町村

0～5％ 14市町村

-5～0％ 34市町村

-10～-5% 91市町村

-15～-10％ 33市町村

～-15％ 5市町村

・2005年（平成17年）から2010年（平成22年）の人口増減率では、一部の市町村では人口が増加しているが、2010年（平成22年）か
ら2040年（平成52年）の将来推計では、北海道の全ての市町村の人口が減少し、30％以上減少する市町村は141（約80％）、その
内50％以上減少する市町村は26（約15％）に達する。

・予測では、人口５千人未満の小規模な市町村は66から109へ増加し、特に３千人未満の市町村は24から69へ大幅に増加する。
一方で、５千人以上３万人未満の中規模市町村は90から51へと大幅に減少する。小規模市町村の増加や中規模市町村の減少
は道南、道北、道東地域で多く生じている。

Ⅰ－１ 人口の動向 （２）北海道の市町村別人口の将来推計

２

市町村別人口（平成22年）
市町村別人口（平成52年（推計））

市町村別人口減少率（平成22年→平成52年（推計））市町村別人口増減率（平成17年→平成22年）
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業況判断DI（Diffusion Index、全産業）

東北 北陸 関東甲信越 東海 近畿

中国 四国 九州・沖縄 北海道 全国

・総生産（名目）の推移で経済の動向を見ると、我が国の経済は約20年停滞しているが、北海道の経済は、平成８年をピーク
にさらに大きく低迷が続いている。

・業況判断DI（全産業）を見ると、最近は、全国的に景気の回復傾向がみられており、北海道も同様となっている。

Ⅰ－２ 経済の現状 （１）北海道の経済動向

３

ＧＤＰ（名目）【国内・道内】

出典：【全国】 内閣府「国民経済計算」S30～S54：平成２年基準
S55～H５ ：平成12年基準
H６～H22 ：平成17年基準

【北海道】内閣府「県民経済計算」S30～S49：昭和55年基準
S50～H元：平成２年基準
H２～H７ ：平成７年基準
H８～H12 ：平成12年基準
H13～H22：平成17年基準

業況判断DI（Diffusion Index、全産業）

出典： 日本銀行「地域経済報告－さくらレポート」
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（H22）



Ⅰ－２ 経済の現状 （２）GDP産業別構成比及び成長率

・全国と比較すると、北海道経済は、製造業のシェアが小さく、伸び率は低くなっている。また、建設業については、投資の減少も
あって減少率が大きい。これらの点が北海道の経済成長が伸び悩んでいる要因の一つと考えられる。

・北海道が優位性をもつ農林水産業については、伸び率、シェアとも全国と比較して高くなっているが、北海道産業に占めるシェ
アが低いため、北海道経済全体の成長を促すまでにはなっていない。

４

出典： 内閣府「平成22年度県民経済計算」（平成17年基準・連鎖方式の実質値）

注２ ： 県民経済計算においては、「運輸・通信業」について平成17年度以降は「運輸業」、「情報通信業」に分割され、「情報通信業」には、平成16年度以前の分類における「通信業」に加え、製造業に分類されていた「出版業」、「対
事業所サービス」に含まれていた「情報サービス業」、「対個人サービス」に分類されていた「放送業」等が含まれる。この様な分類の相違があるが、簡易的に計算を行うため、平成22年度の総生産については「運輸業」と「情
報通信業」を単純に足した値を計算に用いた

注１ ： 全国の値は全県計である

注３ ： 連鎖方式による実質値には加法整合性がなく、単純な足し算・引き算は本来できないが、大まかな傾向を分析するために、単純に足し算をした値を用いた

縦軸：Ｈ２２／Ｈ１３年度の成長率
横軸：Ｈ２２年度の産業別シェア

【全国】 【北海道】
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率

0.926 0.366 1.198 0.696 1.131 0.849 0.885 1.228 1.595 0.982 1.006 1.237
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シェア 3.7% 0.1% 9.7% 6.1% 2.9% 12.5% 4.2% 12.8% 11.4% 20.4% 13.7% 2.4%

成長
率

1.059 0.533 0.971 0.573 1.277 0.777 0.847 1.157 1.201 0.988 0.928 1.346

縦軸：Ｈ22/Ｈ13年度の成長率
横軸：Ｈ22年度の産業別シェア
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2.9

4.1
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31.1

・世界の人口は、2010年の約69億人から、2050年には約96億人まで増加していくと予測されている。アジアが約52億人と過半を
占めており、中国は2030年頃をピークに減少するが、インドは増加を続けていき、またアフリカで約14億人増加する。

・アジアの所得階層別の人口予測(2010年→2020年）では、富裕層は中国や中東などで増加し約２倍に、中間層は南西アジアや
中国、ＡＳＥＡＮなどで増加し約１．４倍となる。

2015年以降
推計値

世界の地域別の人口推移

（億人）

（年）

（年）

Ⅱ－１ 世界の人口動向

アジア（ロシア・ＣＩＳを含む）の富裕層※ 1の推移

※１ 富裕層とは世帯年間可処分所得３万５千ドル以上の家計を指す
※２ 中間層とは世帯年間可処分所得５千～３万５千ドル以上の家計を指す

アジア（ロシア・ＣＩＳを含む）の中間層※ ２の推移



Ⅱ－２ 気候変動の影響 （１）世界平均気温の上昇

・IPCC ※ 1によると世界平均気温は上昇が続き、Ａ1Ｂ※ ２シナリオでは、1980～1999年の平均と比較して21世紀末には2.7℃上昇
と予測。気温上昇の程度は、陸域と北半球の高緯度地域で大きい。

・気候変動によって、熱波や干ばつ、大雨といった極端な気象・気候現象が出現する可能性が高くなると予測されており、そう
いった現象に伴って世界各国で生じた被害が、日本の社会経済情勢にも影響を及ぼす恐れがある。

６

世界平均気温の上昇量

地上気温の上昇量の地理的分布

気候変動によって各地域・分野で予測される影響の事例

出典： 文部科学省 気象庁 環境省「日本の気候変動とその影響(2012年度版）」

※１ 気候変動に関する政府間パネルを指す。人為起源による気候変化、影響、適応及び緩和方策に
関し、科学的、技術的、社会経済学的な見地から包括的な評価を行うことを目的として、1988年に
世界気象機関（WMO）と国連環境計画（UNEP）により設立された組織である

※２ 化石燃料と新エネルギーをバランスよく使う社会を指す



７

Ⅱ－２ 気候変動の影響 （２）日本の気候変化

・Ａ1Ｂシナリオによる気候変換の解析によると、日本の平均気温は1980～1999年の平均と比較して将来（21世紀末）には約３℃
上昇すると予測され、地域別にみると北日本の上昇が最も大きく、また季節別では冬の気温の上昇が最も大きい。

・近未来（2016～2035年の温室効果ガス濃度を想定）の気候変化の解析では、北海道を含む北日本地域では１℃上昇し、最深
積雪は北海道の一部の地域を除いて減少する。また、局所的な豪雨の発生回数が増えることが予測されている。

予測における地域区分

左の棒グラフは地域別の現在気候との差（青：近未来気候、赤：将来気候）、
縦棒は年々変動の標準偏差を示す。右の二枚の地図は近未来、

将来気候における変化の分布を示す。

左の棒グラフは地域別の現在気候との差（青：近未来気候、赤：将来気候）、縦
棒は年々変動の標準偏差を示す。
右の二枚の地図は近未来、将来気候における変化の分布を示す。

年平均気温の変化

左の棒グラフは地域別の現在気候（灰）、近未来気候（青）、将来気候（赤）における発生回数、縦棒は年々変動の標準偏差を
示す。
右側の二枚の地図は近未来、将来気候における変化の分布を示す。

１時間降水量50mm以上の１地点あたり年間発生回数
（回数）

出典：気象庁「地球温暖化予測情報 第８巻」

年最深積雪の変化



気象条件と収量の関係から統計的に求めた変動予測では、2060年
代に全国平均で約３℃気温が上昇した場合、北海道では13％増加、
東北以南では８～15％減少となることが予測された。

リンゴ栽培の適地は道北、道東および西南暖地の平野部を除く広い
地域に広がっているが、栽培適地は徐々に北上し、2060年代には北
海道はほぼ全域が適地になる一方、関東以南はほぼ範囲外となる
ことが予測された。

出典：林・石郷岡・横沢・鳥谷・後藤（2001):温暖化が日本の水稲栽培の潜在的特性
に及ぼすインパクト、地球環境Vol.６ No.２、141～148

気候登熱量示
数（潜在的な収
量、kg/10a）

2060年代

８

Ⅱ－２ 気候変動の影響 （３）農業への影響

・地球温暖化が我が国の農作物へ与える影響を予測した研究では、水稲については北海道等北の地域は増収、九州等南の地域
は減収という予測がされている。

・リンゴの栽培適地が北上し将来は新たな地域が栽培可能になる一方、現在の主要な産地が気候的に不利になる可能性がある。

地球温暖化が水稲の収量に及ぼす影響 地球温暖化がリンゴの栽培適地に及ぼす影響

出典：農林水産省農林水産技術会議農林水産研究開発レポートNo.23（2007） 「地球温暖化が農林水産業に与える影響と対策」

現在

適地（６℃～14℃）

より高温の地域

より低温の地域



Ⅱ－３ 自然災害の想定 （１）国家的規模の災害想定

９

・人口、諸機能が集中している首都圏等で大規模な災害が発生した場合、我が国全体に影響が生じるおそれがある。

・東京都庁及び千葉県・神奈川県の県庁舎所在地にお
いて、今後30年以内に震度６弱以上の揺れに見舞わ
れる確率は、それぞれ23.2％、75.7％、71.0％とされて
いる。（文部科学省地震調査研究推進本部H24.12.21公表資料より）

・現在、「首都直下地震対策検討ワーキンググループ」
（内閣府）において被害想定を検証中。最新の科学的
知見を踏まえ、平成17年に公表した被害想定の見直し
や、相模トラフ沿いで発生する最大クラスの地震・津波
を新たに想定対象に加えた検討が進められる予定。

・南海トラフで次に発生するM８～M９クラス規模の地震の30年発生確率は、
60％～70％とされている。（文部科学省地震調査研究推進本部 H25.5.24公表資料より）

・平成25年５月に「南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ」（内閣
府）において、被害想定等に関する最終報告が取りまとめられた。

震度６弱：
21府県292市町村
震度６強：
21府県239市町村
震度７：
10県151市町村

震度の最大値の分布図

最大クラスの津波高

津波高の平均値
５ｍ以上：
124市町村（13都県）
津波高の平均値
10ｍ以上：
21市町村（５都県）

出典：内閣府「南海トラフの巨大地震モデル検討会」資料

出典：内閣府「南海トラフの巨大地震モデル検討会」資料

火山灰の降灰範囲

出典：内閣府 「富士山火山防災協議会」資料

・富士山火山防災協議会の富士山ハザードマップ検討委員会にて、1707年の富士山宝
永噴火と同等の噴火が、現在の経済社会条件の下で発生した場合における被害想定
を検討。

・被害総定額は最大で約２兆５千億円、粒径の大きな降下物による建物被害、道路、鉄
道などの交通施設の埋没、農林業への被害、観光業への被害等が報告されている。

南海トラフ巨大地震 首都直下地震

富士山噴火

東京湾北部地震M7.3の震度分布

出典：中央防災会議
「首都直下地震対策専門調査会報告」



・北海道においては大規模な津波や火山噴火が想定されている。これらにより、市街地への直接的被害のみならず、ＪＲや高規
格道路の途絶や空港の閉鎖による社会経済への影響が発生するおそれがある。

・近年冬季の暴風雪や豪雪による災害が頻発している。

Ⅱ－３ 自然災害の想定 （２）北海道の災害想定

路外逸脱車両状況

停車車両状況

避難箇所（道の駅メルヘンの丘めまんべつ）

【平成25年３月の事例】
・低気圧に伴う暴風雪により、道内の交通網に甚大

な影響が発生。
・最大で国道23路線44区間、道道124路線149区間

の通行止めが発生。立ち往生した車内に閉じ込め
られる等により死者９名等の被害。

暴風雪による被害

鉄塔の倒壊状況 出典：北海道電力（株）ＨＰ

【平成24年11月の事例】
・低気圧に伴う暴風雪により、基幹送電線（北電）の

鉄塔が倒壊。
・室蘭市、登別市等で最大56,130戸の停電が発生。

北海道では、毎年冬季の暴風雪による被害が頻発。

平成25年３月３日0:00の通行止め状況

１０

市町村名 地名
最大遡上高

(m)

浜中町 琵琶瀬 43.8

釧路町 昆布森 40.3

釧路市 釧路川河口 20.8

広尾町 十勝港 35.5

苫小牧市 苫小牧港（西港） 11.1

函館市 新湊町 10.0

主な地点における津波の最大遡上高

出典：北海道 「北海道に津波被害をもたらす想定地震の再検討
のためのワーキンググループ 「太平沿岸の見直し」報告書」

北海道太平洋沿岸地域における最大クラスの津波想定

津波浸水予測図（釧路市街地）

樽前山火山防災マップ

火山噴火による被害想定

北海道には31の活火山（北方領土を含む）があり、噴火による被害、社
会経済への影響が懸念されている。

樽前山で大規模な噴火
が発生した場合には、苫
小牧市及び千歳市の市
街地やＪＲ・道央自動車
道への泥流・土石流の流
下や、新千歳空港や苫
小牧港への25cm以上の
火山灰の堆積等が想定
されている。

出典：苫小牧市・千歳市・恵庭
市・白老町「樽前山火山防災
マップ」

北海道局調べ



北海道 １１５万ｈａ

近畿６府県＋中国５県
＋四国４県＋九州７県

（１１８万ｈａ）

東北６県＋北陸４県
（１１７万ｈａ）

全国４５５万ｈａ

北海道 115万ｈａ

東北６県＋北陸４県
（117万ｈａ）

全国 455万ｈａ

近畿６府県＋中国５県＋
四国４県+九州７県

（118万ｈａ）

Ⅲ－１ 食・農業 （１）北海道の農業・水産業の特徴

・北海道の農地面積は、近畿、中国、四国、九州の計22府県を合わせた面積に相当しており、国内農業生産の２割（供給熱量
ベース）を担い、小麦、ばれいしょ、たまねぎ、生乳など多くの作物が全国一の生産量であるなど、我が国の食料供給基地とし
て重要な役割を果たしている。

小麦 67.0％

50.0万ﾄﾝ(11.9万ha) 184.3万ﾄﾝ(5.3万ha)

春植え

ばれいしょ 78.8％

57.4万ﾄﾝ(1.3万ha)

たまねぎ 53.7％ 生乳 51.9％

387.6万ﾄﾝ(82.8万頭)

出典：農林水産省「作物統計」、「畜産統計」、「牛乳乳製品統計」

出典：農林水産省「平成24年耕地及び作付面積統計」

１１

日本の食料自給率の推移平成23年 北海道における主要魚種の全国シェア

北海道が全国１位の生産量の主な農産物（Ｈ23）
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諸外国の食料自給率

（供給熱量ベース）（平成21（2009）年）

（注）平成24年度の数値は概算である
出典：農林水産省「平成24年度食料需給表（概算）」「平成23年度 食料需給表」

北海道の農地面積は
わが国の１/４

わが国の農地面積

出典：農林水産省「平成23年北海道農林水産統
計年報（水産編）」



Ⅲ－１ 食・農業 （２）食関連産業の動き

食品の高付加価値化の取組事例（サケ節）

北海道フード・コンプレックス国際戦略総合特区

・北海道では製造品出荷額のうち、食料品が占める割合が30.4％と全国8.5％に比べて非常に高い。
・産学官が協働して優位性のある一次産品を活かした食品加工等の高度化を目指し、北海道産業クラスター創造プロ
ジェクト推進支援等の取組を実施。食にかかわる産業の高付加価値化を推進。

数値目標： 特区が関与した食品の輸出額・輸入代替額等 1,300億円
（将来的に北海道の移輸出額２兆円をオランダ並の７兆円に引き上げるための
中間目標として設定）

東アジアにおける食産業研究開発・輸出
拠点化に向けた関係機関等の連携

○大 学
帯広畜産大学

○研究機関

北海道立総合研究機構（十勝農業試験場、
畜産試験場）、北海道農業研究センター、
十勝圏地域食品加工技術センター 等

農食連携付加価値向上研究 拠点

函館

帯広・十勝

○大学
北海道大学(水産)、公立はこだて未来大学、
函館工業高等専門学校 等

○研究機関

北海道立総合研究機構（函館水産試験場）、
道立工業技術センター 等

水産物由来の有用性素材研究 拠点

○大学

北海道大学、酪農学園大学､北海道情報大学、札幌医科大
学 等

○研究機関
北海道立総合研究機構(食品加工研究センター、工業試験場)、
産業技術総合研究所北海道センター、農業・食品産業技術

総合研究機構 北海道農業研究センター 等

北海道発の食のバリ ューチェーン
【札幌・江別地区】

食品の有用性評価、食品加工 拠点

有用性・加工研究等の連携

全国へ

グローバル展開

（東アジアなど）

道 内
各地域

成果の波及、展開

出典：北海道フード・コンプレックス
国際戦略総合特区資料より

製造業の出荷額構成比

１２

出典：総務省「平成24年経済センサス－活動調査」

加工組立型
43.2%

基礎素材型
39.7%

生活関連型
17.1%

食料品
8.5%

飲料・たばこ・飼料
3.3%

その他
5.4%

全国

285兆円

（100%）

平成22年
戦略的食クラスター先導的モデル事業（北海道）

平成19年
のりとも朝倉商店と食品加工研究センターでサケ節の共同開発に着手

平成20年
小型試験プラントの導入によってサケ節の基本的製造技術が確立

（北海道中小企業総合支援センターが支援）

平成21年
サケ節のマーケティングや市場調査応用開発、販売活動に着手

（中小基盤整備機構の支援）

平成21年
製造実証プラント導入によってサケ節の本格的製造が可能となった

（農林水産省の支援）

ブナ鮭の加工による高付加価値化の取組の一つとして、国・北海道や道内研究
機関等の支援を受けた「サケ節」の開発・普及・販売促進が進められている。

サケ節とは…
・旨味が強くスッキリして

苦味も少ない
・産卵のため川を遡上し

油分がなくなった低未利
用の鮭（ブナ鮭）を利用

出典：北海道産サケ節ブランド化
勉強会資料

北海道

6兆円

（100%）

生活関連型
37.9%食料品

30.4%

飲料・たばこ・飼料
3.9%

その他
3.5%

基礎素材型
50.4%

加工組立型
11.8%

出典：北海道フードコンプレックズ国際戦略総合特区資料
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Ⅲ－１ 食・農業 （３）食の海外展開

・北海道の食料品の輸出額は、増加傾向で推移している。
・北海道産の農水産品等の輸出を拡大するため、各種取組が行われている。

１３

出典：財務省「貿易統計」、 函館税関「北海道貿易概況」

全国
（億円）

北海道
（億円）

※１ 食料品
・肉類及び同調製品 ・酪農品及び鳥卵
・魚介類及び同調製品 ・穀物及び同調製品
・果実及び野菜 ・コーヒー・茶・ココア・香辛料類
・その他の調製食料品 等
※２ 輸出額は、函館税関が管轄する北海道分の

通関額である

北海道と全国の食料品※ １の輸出額※ ２の推移

【輸出実績】長いもの輸出量、輸出額等
輸出量 生産全体に占める輸出比率 輸出額

平成20年産 1,955トン 10.2% 4.7億円
平成21年産 1,155トン 7.4% 4.1億円
平成22年産 1,644トン 7.9% 3.8億円
平成23年産 1,908トン 10.9% 6.6億円

【長いも】
薬膳・健康志向
ブームから、栄養
価が高く、甘みの
のった高品質で安
全・安心な十勝の
長いもが、台湾・ア
メリカで好評を得
ている。

北海道産農水産品等の輸出取組事例

HAＣＣP認証で「安全・安心」をPR

香港・台湾における放射能風評被害対策
イベント及び販売促進活動

・北海道ブランドの水産物を世界に輸出。主な水産物及び輸出先は、秋
サケ（中国）、ホタテ（米国、EU）、コンブ（台湾）など。

・平成24年のさけ・ます輸出量について、北海道（函館税関申請）
19,034tは、全国21,570tに対し88％を占めている。

・ホタテ、スケトウダラ、コンブは、北海道水産物の主力商品（北海道の
平成23年の生産量は全国の９割以上）であるとともに、輸出の主力商
品でもある。

北海道漁業協同組合連合会等の取組

韓国でブランドとなったスケトウダラ「鮮釣助宗（せんつりすけそう）」（魚箱にハングル表示）

北海道国際輸送プラットホーム（HOP）の取組事例

「国際物流を通じた道産品輸出促進研究会」を中心として、
道産品を直接かつ安定的に輸出できるしくみの構築に向け、
H24.９より、香港向けに航空便による「サンプル輸送」や「冷
蔵・冷凍貨物の国際小口混載輸送（HOP１サービス）」を開始。

現在は香港・台湾・シンガポール向けに週１便で実施。H25.
９より、HOP構築に向けた事業ベースの協議の場となる
「HOP推進協議会」が参加31団体にて発足した。

HOPマーク出典：農林水産省HP
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Ⅲ－２ インバウンド観光

・北海道はアジアにおける訪日旅行先としてニーズが高い地域であり、訪日外国人来道者数が増加しているとともに、訪日外国
人１人あたりの観光消費額が全国１位となっている。

・観光立国の実現や地域経済の活性化に向けて、北海道におけるインバウンド観光の振興が期待されている。

訪日外国人旅行者数と訪日外国人来道者数（実人数）の推移
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出典：観光庁「観光入込客統計」

知っている観光地のうち訪問したい観光地（複数回答）

出典：北海道｢観光入込客数の推移｣、日本政府観光局（ＪＮＴＯ）｢訪日外客数統計｣

出典：日本政策投資銀行「アジア８地域・北海道
観光の認知度、訪問意欲に関するアンケート調査」

（注１）44カ所の選択肢から複数回答
（注２）2012年10月 20～59才の海外旅行経験者 有効回答数 各地域毎に500人

中国 韓国 台湾
香港 その他アジア ヨーロッパ
北米 オセアニア その他・不明
訪日外国人旅行者

出典：（株）ニセコリゾート観光協会HP
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H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

（訪日外国人旅行者：千人）（訪日外国人来道者：千人）

1位 富士山 58.4% 富士山 56.5% 北海道 65.0% 北海道 47.3% 札幌 37.3% 富士山 61.6% 富士山 61.1% 東京 61.1%

2位 北海道 52.9% 北海道 52.4% 京都 47.7% 東京 36.5% 富士山 35.3% 東京 55.7% 東京 54.5% 富士山 57.5%

3位 東京 49.6% 東京 44.7% 富士山 47.3% 富士山 31.6% 東京 34.7% 北海道 44.9% 北海道 47.5% 大阪 39.4%

インドネシア北京 上海 台湾 香港 韓国 タイ マレーシア

訪日外国人旅行者1人あたりの観光消費額（平成22～24年の平均）

インバウンド観光が注目される地域の事例

・ニセコエリアは、外資系企業によるリゾート開発が行われるなど、インバウンド観光が注
目される地域である。

・（株）ニセコリゾート観光協会のホームページは、日本語、英語、中国語（繁体字、簡体
字）、韓国語、ドイツ語、フランス語、イタリア語、スペイン語、ロシア語の１０か国語に対
応している。

（万円／人）（注）上位10都道府県を抽出



Ⅲ－３ エネルギーをめぐる動き

・現在、総合資源エネルギー調査会において、新しいエネルギー基本計画の策定（年内を目途）にむけて、検討が行われている。
・北海道は再生可能エネルギーの賦存量が多く、各地での導入が進められており、広く分散するエネルギー源から大消費地へ送
る送電網の増強に向けた動きがみられる。

道内の日射量マップ

道内の送電網と増強へ向けた動き

出典：北海道電力HP資料及び総合資源エネルギー調査会
基本政策分科会第３回会合資料

北本連系設備（60万kW）

出典：北海道経済産業局「メガソーラー・風力発電等の開発動向と課題
について」（平成24年７月）

風力エネルギーの賦存量

脆弱な送電網

経産省による地域内送電網整備・技術実証
（平成26年度概算要求250億円）

北海道エリアの電力安定供給
確保を主な目的に30万kW増強
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（１）北海道の送電網に関する動き



別海町バイオマス産業都市構想の概要

Ⅲ－３ エネルギーをめぐる動き

・賦存量が多く、かつ安定的に供給することが可能な再生可能エネルギーである地熱・バイオマスを活用する取組が進められて
いる。

地熱発電開発の動き

出典：JOGMEC HP 平成25年度「地熱資源開発調査事業費助成交付事業」の
採択状況について（中間報告）

バイオマス産業都市の一次選定地域

（注）二重囲みは平成25年度からの
新規採択案件

出典：農林水産省HP

出典：農林水産省HP

・我が国の地熱発電は世界第３位の資源量を有しており、さらに北海道の
ポテンシャルは全国シェア約37％と１位。経産省は、地熱発電事業の実
施可能性調査において全国で16件の事業を採択し、そのうち北海道は
６件。

・畜産業、林業が盛んな北海道では、地域で活用できるバイオマス資源も豊富
に賦存。農林水産省は、平成25年６月にバイオマス産業都市の第一次選定
地域として全国８地域を選定し、そのうち北海道は３地域。

（２）北海道の地熱・バイオマスに関する動き

１６

標津町武佐岳地域における地熱資源調査
の状況（構造試錐井の掘削）

出典：石油資源開発㈱、三菱マテリアル㈱、三菱ガス
化学㈱ニュースリリース（2013年８月23日）



Ⅲ－４ 成長期待産業の動き

・北海道においては、バイオ、ITなどで新しい産業の創出に係る動きがみられる。

長く栽培が途絶え「幻の黒大豆」と呼ばれたこともあった黒千石。丸く粒が小さい黒大豆で、北海道
の北竜町などで生産されている。

Bio-Sの研究（動物試験）で明らかになったその免疫活性が注目を集め、きな粉やお茶、アイスク
リームなど様々な製品に加工し販売する企業が増えている。食品開発にとどまらず、黒千石を食事の
メニューに取り入れたヘルスツーリズムの実証実験が行われるなど、食と健康をキーワードに多様な
広がりを見せる。

出典：さっぽろバイオクラスターBIO-S HP

札幌市に本社を置くクリプトン・フューチャー・メディアから発売されている音声合成ソフトウェアの製
品名、およびキャラクターが初音ミク。

元々はパッケージのイラストでしかなかったが、非商用であれば二次創作利用可能という独自ライセ
ンスの導入によって、動画共有サイト等で一大ムーブメントを引き起こした。今では、国内外でキャラク
ター映像と生演奏を連動させたライブの開催や、海外ファン向けサイト「mikubook.com」も人気になる
など世界中にファンを広げている。

出典：札幌市観光サイトＨＰ

１７

札幌コンテンツ特区は、全国で唯一の映像コンテンツ分野の地域活性化総合特区です。
札幌コンテンツ特区における「国際共同制作」モデルとなるプロジェクトが今年進められています。

台湾で10月半ばから放送されているドラマ『白色之戀』です。
『白色之戀』の放送にあたっては、ドラマと関連させて北海道のロケ地や商品のプロモーションが台

湾でされることとなり、ＳＡＳと北海道運輸局の支援の下、札幌・北海道コンテンツ戦略機構と札幌テ
レビ放送が台湾のテレビ局、新聞、雑誌、旅行会社からなる大型取材団を招へいし、９月末にプロ
モーション取材を行いました。また、ドラマの放送後30秒ほどの北海道の宣伝番組も放送されていま
す。

出典：内閣府 地域活性化総合情報サイト メールマガジン「地域活性化ニュース」vol.53（2012.11.9発行）

バイオ産業クラスターの取組事例

初音ミクの世界的なムーブメント

札幌コンテンツ特区



・北海道はその地理的条件により首都圏や西日本との同時被災リスクが少ないため、リスク分散のための企業進出の動きがみら
れる。

・北海道では、今後の大災害等におけるリスク低減に向け、「バックアップ拠点構想」を提案。

Ⅲ－５ 分散化の動き

北海道のバックアップ拠点構想

（事例）さくらインターネット株式会社、2011年11月北海道石狩市に「石狩データセンター」を建設
出典：さくらインターネット（株）ＨＰ

経済機能の分散化に向けた動き
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出典：北海道 「強靱な国づくりと北海道の貢献
－北海道バックアップ拠点構想－ 中間とりまとめの概要」

出典：札幌市東京事務所「さっぽろ情報直送便」

＜石狩データセンター外観＞

北海道では、今後の大災害等におけるリスク低減に向け、我が国全体で
取り組むべきバックアップ体制の在り方とともに、北海道がバックアップ拠
点として貢献していくための方向性を提示する「バックアップ拠点構想」の
取組が進められている。



Ⅲ－６ グローバル化に関する動き（ロシアを例として）

・我が国では、10年ぶりに総理大臣がロシアを公式訪問して以降、日露関係全体を発展させていく動きがある。
・北海道とロシアとの経済交流が積極的に進んでいく動きがある。

日本とロシアにおける経済協力

2013年４月 安倍総理大臣が日本の総理大臣として10年ぶりにロシアを公式訪問。「日露
パートナーシップの発展に関する共同声明」を採択し、日露協力の具体的あり方を指し示す。

・相互信頼と互恵の原則に基づいてあらゆる分野で
二国間関係を発展。

・極東・東シベリア地域における協力推進のため、両
国間の官民パートナーシップ協議開催。

・国際協力銀行（JBIC）、開発経済銀行（VEB）及びロ
シア直接投資基金（RDIF）の間で、「日露投資プラッ
トフォーム」設立。

・運輸インフラ、都市環境、食品産業、医療技術、医
療機器、医薬品に関する互恵的協力の拡大。

・競争力ある価格でのエネルギー供給を含む互恵的
な条件での石油・ガス分野のエネルギー協力の拡大等。

平和条約交渉

・2013年４月29日（現地時間）、安倍総理はロシアのモ
スクワでプーチン・ロシア大統領と首脳会談を行い、
幅広い分野について密度の濃い意見交換を行った。

・両首脳は、戦後67年を経て日露間で平和条約が存
在しないことは異常であるとの認識を共有し、双方
の立場の隔たりを克服して、2003年の共同声明及び
行動計画において解決すべきことが確認されたその
問題を最終的に解決することにより平和条約を締結
するとの決意を表明した。

出典 ： 内閣府北方対策本部HP

ロシアからのLNG輸入

出典 ： KITAGAS ＨＰ 石狩LNG基地資料

石狩LNG基地写真

道内企業によるロシアへの農業協力

・2013年４月、㈱北海道銀行は安倍首相のロシア公式訪問に同行
し、アムール州政府と農業協力の促進に関する覚書を締結。

・2013年５月、道内の農業者と企業により、同州でのモデル農場の
母体となる㈱北海道ロシアアグリビジネスコンプレックスが札幌市
内に設立され、㈱北海道銀行の支援のもと、ロシアの農業者との
共同栽培事業がスタート。

・2013年度は、ウラジミール農場
と共同栽培事業に取り組み、
400haの面積で、そば、大豆及び
飼料用トウモロコシについて
当地の生育状況と北海道の農業
技術の適応性を確認する予定。

出典 ： 北海道銀行 調査ニュース 2013.８・９合併号 NO.347

・北海道唯一の大型LNG輸入
基地である石狩LNG基地に、
2012年10月「サハリン２」で
生産されたLNG14万５千キロ
リットル（40万世帯の１年分
消費量に相等）が到着。

（写真提供：内閣広報室）

出典 ： 外務省HP

北方領土

１９



・人口減少や高齢化に対応して、地域の共同体や活力を維持する持続可能な地域づくりの取組が進められている。

Ⅲ－７ 人口減少・高齢化に対応した地域の動き

２０

・北海道北部の内陸部に位置する下川町（人口
約3,600人）は、環境未来都市に指定され、森
林を切り口とした環境未来都市を目指した取
組が行われている。

・下川町の一の橋集落は、基幹産業である林業
の衰退等により人口流出と高齢化が進み、平
成24年現在、人口は140人となっている。

・現在、新しい集落活性に向けて、暖房・給湯は
木質バイオマスエネルギーの完全自給、電気
は太陽光を導入した集住化住宅の建設が進
められている。

西神楽地域での取組

11月中旬に山手線等に掲出したポスタ－

事業で目指す将来像 大都市圏の二地域居住者
（大都市圏）を受け入れ、周
辺観光の情報発信・手配、簡
単な職の紹介など、長期利
用の支援を行う。

西神楽地域で独り暮らしをし
ている高齢者を受け入れ、冬
期の安全な住環境の提供と
食事などの生活サポートを行
う。

５月～１０月

１２月～３月

・旭川市南西部に位置する西神楽地域は、近年少子
高齢化が急速に進み、人口は平成10年：約4,500人
→平成24年：約3,500人と急速に減少、65歳以上人
口は42.8％ と著しく高くなっている。

・平成20年にNPO法人グラウンドワーク西神楽が空
家を活用して集住施設を整備、地域の高齢者11人
の冬期集住を試行。

・平成21年より、同施設に本州からの夏期の長期滞
在の受入を試行。

・現在は冬季集住における（特に女性の）通院や買い
物での移動サポートを含めた共生型多機能ハウス
としての事業化や、観光時のモビリティ確保を組み
合わせた夏季滞在の試行を検討中。

初山別村の取組

下川町の取組

・初山別村は北海道北部の日本海に面し、人
口は1,362人（平成24年10月末）。

・自治体が都市住民を受け入れ、地域協力活
動に従事してもらい、地域の活性化を図る地
域おこし協力隊事業を活用して、地域おこし
協力隊の隊員を募集中。

・募集ポスターを山手線・札幌地下鉄・大阪環
状線・京都地下鉄東西線に掲出
（山手線H25.11.12～11.15 他H25.11.11～
11.14）。

出典：初山別村HP

一の橋地区でH26.３完成予定の集住化住宅

冬季集住・二地域居住の概念図

出典：NPO法人グラウンドワーク西神楽資料

出典：下川町資料


